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スペインにおける懲戒解雇正当原因 として

の常習的飲酒行為および薬物乱用
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u一 マ ドリッ ド自治州管区高等裁判所社会部2005年4月12日 判決を契機

として

1.事 実の概要およびマ ドリッド社会裁判所判決

2004年4月23日 に家電修理を主たる業務 とする有限会社NS社 において、1998

年4月28日 から正社員 として雇用されていた従業員Dに 対する懲戒解雇処分の

手続きが とられた。NS社 がDの 懲戒解雇処分を決定 した理由は、2004年7月23

日のマ ドリッド社会裁判所が認定 した事実によれば次の通 りであった。

NS社 は顧客Eか ら家電修理依頼があったため、4月19日 、DにE宅 へ出向 く

よう指示 した。Dは この業務命令に従い同E121時30分 ごろにEの 自宅を訪問 し

たが、その とき飲酒した状態であった。また、その後4月21E1に もNS社 が別の

顧客Bか ら洗濯機の修理依頼を受けDに 指示 したところ、 この ときもB宅 に到碧



Z

した時点ですでに飲酒 している状態であった。 この どちらの場合にも修理は行

われたが、EとBは ともに作業員が飲酒していたことに対してSL保 険会社 に苦

情を申 し出た。

実は、Dが 飲酒 した状態で業務を行 っていた事実は以前か らも確認されてい

た。NS社 で適用されている労働協約には 「勤務中の飲酒が極めて重大な違反行

為であること。飲酒行為が繰 り返 される(処 分 を受けてから3か 月以内の飲酒

行為)場 合には懲戒解雇 し得る」 とする規定があ り、 これに基づいて過去 にD

が飲酒 して作業 していたことを理由として、2002年10月ll日 に30111間の停職 と

賃金カッ ト、また2003年9月2日 にも修理作業中に飲酒していた ことを理由 と

して同じ懲戒処分を科 していた。 このような過去2度 の処分にもかかわらず、

今回新たに2件 の苦情が出された事態を璽視 したNS社 は、4月23日 に文書で労
z)

働者憲章法54条2項f号 「労働に悪影響を及ぼす常習的な飲酒行為 または薬物

乱用」を理由 として懲戒解雇処分 とすることをDに 通知 したのである。

この通知が出された当初、Dは この書面への署名に同意 していたが、その後

この懲戒解雇は不当であると主張 して、7月23日 にマ ドリッ ド社会裁判所に救

済の申立てを提起 した。 しか し、同裁判所 は即日の判決で、NS社 は懲戒解雇前

の手続 きにおいても改善のための尽 くすべき義務 を果たしてお り、 したがって

NS社 の処分は正当であるとしてDの 申立てを棄却した。このため、Dは 、f号

の要件である 「飲酒行為の常習性」および 「労働への悪影響」のどち らも証明
の

されていないなどを主張 し、労働訴訟法191条 に基づいてマ ドリッド自治州管区

高等裁判所社会部に控訴 した。

2.マ ドリッド自治州管区高等裁判所社会部判決

Dの 主張に対 して、2005年4月12日 、マ ドリッド自治州管区高等裁判所社会

部は以下の理由を示 して社会裁判所の判決を破棄 し、Dの 主張を認容する判決

を下 した。

最高裁判所が1986年5月29日 判決で明らかにし、その後の判決でも繰 り返 し

述ぺているところによれば、労働者憲章法54条 が定める勇働契約のすべての消

滅原因に共通することとして、重大かつ有責性のある行為であることが解雇の

根拠 となるために必要である。軽度の違反である場合には解雇よりも軽度の懲
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戒処分で矯正が可能であ り、最高度の処分である解雇は、その他の制裁では埋

め合わせができない程度の重大かつ深刻な労働者の行為 に適用 されなければな

らない。こうした重大かつ有責性のある行為であることが確認 されない場合に
4)

は、労働者憲章法53条3項 および56条 に規定 された ところにより、解雇は不当

であると判断される。本件の場合は、控訴人が飲酒 した状態で業務 に従衷 した

回数およびその状態の程度、その業務 における具体的な悪影響、警告その他の

制裁措置などがすべて懲戒解雇の正当性 を判断するために考慮されなければな

らない。認定 された事実によれば、控訴人が飲酒 して業務に従事 したことが確

認されているのは2日 間だけである。2003年9月 と2002年10月 の行為は考慮 し

ない。なぜなら、被控訴会社で適用 されている労働協約には 「繰 り返 し行われ

ること」が記載 されているが、その評価 は 「3か月以内に繰 り返 されかつ処分

を受けていること」が基準 となってお り、それぞれ6か 月前および1年 以上前

に起きた行為は考慮できないか らである。 したがって、2回 の行為のみでは控

訴人が 「常習的」かつ 「繰 り返 し」飲酒 したと判断することはできない。また、

上記労働協約には 「勤務中の飲酒は、それ自体で極めて重大な違反」 と規定さ

れているが、控訴人の飲酒によって企業に特別な損害や危害を及 ぼしたわけで

も、また人や物に対する危険を生ぜ しめたわけで もない。飲酒それ自体は契約

上の誠実義務違反を構成するし、またその行為によって54条2項 が列挙する原

因を生 じさせ得 る。 したがって、54条2項 で列挙 されている他の原因 とは異な

るf号 独 自の意義は、労働者の飲酒が 「常習的」であることに加えて、その行為

が 「労働に悪影響を及ぼす」 ものであるという2つ の要件が満たされていなけ

ればな らない。 この要件は、憲法9条3項 および労働者憲章法3条1項 を根拠

として法が要求する最低限度必要なものである。 したがって、勤務中の飲酒行

為 自体 を直ちに極めて重大な違反行為 ととらえて解雇の可能性を示唆する上記

労働協約の規定は認められない。 また、仮に控訴人が飲酒 した状態で修理業務

を行ったことが顧客に不快な感情を抱かせ るなどの悪影響を及ぼしたとして も、

飲酒行為が2回 しか確認されていない以上、常習性要件を満た しているとはい

えず、本件 においてはf号 を理由とする解雇を正当化することにはならない。

以上の ことか ら、解雇に相当する重大かつ有責性のある不履行 を構成する事実

は認められず、控訴人の請求を認容 し当該解雇を不当 と判断する。
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3.問 題点の所在と本稿の目的

このマ ドリッ ド自治州管区高等裁判所の判決は、f号 の問題点をよ く表 して

いる典型的な例のひとつであるといえる。その問題点 を具体的に整理すれば次

のようになる。

まず常習性判断基準について、 この判決では 「2回の行為のみでは、常習的

かっ繰 り返 し飲酒を行っていると判断できない」 と判示 しているが、それでは

どのような基準によってな ら判断 し得るのであろうか。またこの判決では、こ

の事件については労働協約を適用 して過去2回 の飲酒行為を判断材料 としない

とするが、仮にこの協約が存在せず4回 と認定された場合には常習性を認定で

きるのであろうか。すなわち、労働者の責任 を追及 し得 る常習的な飲酒 とはど

のような状態のことをい うのであろうか。

次 に労働への悪影響の判断基準 については、この判決では 「飲酒によって企

業に特別な損害や危害を及ぼ したわけでも、また人や物に対する危険を生ぜ し

めたわけでもない」 として悪影響の存在を否定す る見解の ようであるが、他方

で 「仮に飲酒 した状態で修理業務 を行ったことが顧客 に不快な感情を抱かせる

など悪影響を及ぼ したとしても」 と述べ、そ うした影響の存在 を認めているよ

うでもある。素直に考 えれば、悪影響には客観的な実損害だけではな く、企業

の信用や評判 を既める行為 も当然含まれるであろう。それでは、悪影響の程度

とい うものもどのように評価すべきなのであろうか。

さらに懲戒解雇処分の対象 とな り得る飲酒行為の判断基準については、f号

には 「常習性」 と 「労働への悪影響」が要件 とされているから、 この判決のい

うように 「労働者の飲酒が常習的であることに加えて、その行為が労働 に悪影

響を及ぼす ものであるという2つ の要件が満たされなければなら」ない。また、
5)

労働法源適用における最低限度の規範を適用する原則か ら判断 しても、「この要
G)ア ラ

件は、憲法9条3項 および労働者憲章法3条1項 を根拠 として、法が要求する

最低限度必要なもの」であって、これを軽減する 「労働協約の規定は認められ

ない」 とする判断は正当であろう。 しかし、例 えば、「勤務中の飲酒行為自体を

直ちに極めて重大な違反行為 ととらえて解雇の可能性を示唆する上記労働協約

の規定は認められない」 というこの判決理由の部分は、f号 を理由 としては懲
8)

戒解雇できないが、54条2項 が列挙する他の理由を根拠 とすれば正当 とな り得
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ることを暗示 していると理解できる。要するに、労働への悪影響の程度によっ

ては常習性要件が軽視 される可能性が指摘できるが、 この2つ の要件の関連性

をどのように把握すべ きなのであろうか。

f号 に関連する事件の裁判例では、この判決だけに限らず、常 に多 くの疑問

が残 るものが多い と感 じられるが、その最大の原因はf号 自体の規定の曖昧さ

にあ り、結局の ところその存在理由にも関わる問題であると思われる。そこで

本稿では、f号 の諸論点を整理するとともに、近年議論 されてきているr号 廃

止の可能性について も考察することにしたい。

二.労 働者憲章法54条2項f号 の要件上の諸問題についての分析

冒頭のマ ドリッ ド自治州管区高等裁判所判決では最高裁判所の判断を引用す

る形式で述べられているが、本来的に労働者憲章法を根拠 とした懲戒解雇処分

が正当 と評価 されるためには、その規定上少な くとも3つ の要件が必要である

といえよう。ひ とつは、労働者の行為が 「労働に関連 した不履行」(58条1項)
9)

であ り、その行為が労働法規範において要求される程度の 「重大かつ有責性の

ある」 ものであ り(54条1項)、 かつその行為が懲戒解雇の正当原因 とされる具

体的な列挙項 目(54条2項)に 該当 していることである。

この前提はf号 「労働に悪影響を及ぼす常習的な飲酒および薬物乱用」の適

用 においても当然同じである。 したがって、f号 を根拠 とした懲戒解雇は、労

働者の 「常習的な飲酒または薬物乱用」(薬物乱用には文言形式か ら判断 して 「常

習性」は要件 とされていない)と いう行為が労働に関連 した璽大かつ有責性の

ある不履行をもた らし、深刻な 「労働への悪影響」を及 ぼすものであった場合

に正当と評価され ることになる。 しか しf号 では、「常習的な飲酒 または薬物乱

用」および 「労働への悪影響」 という2つ の要件自体が曖昧なため、労働 との

関連性の把握、両方の行為の重大性ならびに労働者の有責性の判断基準につい

て、法解釈上複雑な問題を内包 しているといわざるを得ないように思われる。

それでは以下、f号 の要件上の問題点について、主 として裁判例の理論を中

心に具体的に考察する。
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1。 「常習性」要件の判断基準

例 えばカタルーニャ自治州管区高等裁判所は、「労働者が飲酒 した状態で業務

に従事 した事実または労働時間中のそうした事実は、それが散発的なものであ

れば、f号 に該当するとみることはできない。 〔f号は〕常に 〔そのような行為
io)

が〕常習的なものである 〔ことを要件 としている〕」 と述べている。 この裁判例

だけではな く、従来か ら多 くの裁判例および学説でも、「f号では常習性が要件

とされており、散発的または一回性の ものは該当 しない」 という主張がなされ

ている。 しか し、労働者憲章法 には何を判断基準 として 「反復 ・継続的な状態」

を認識するのか という点について明記されていないため、裁判例では 「常習性」

が要件ではあるものの、その具体的な認定基準については未だ十分 に統一を見

ていないようである。

これまでの裁判例を整理すると、裁判例の考 え方はいちおう大 きく2つ のタ

イプ、すなわち、飲酒による違反行為の純粋な回数により常習性を判断する基

準、飲酒による違反行為の重大性 と回数の両方か ら常習性の存在 を可能な限 り

推定する基準があるようである。

(1)「常習性」要件について、まず回数のみの基準を採用 した裁判例では、例

えば、ある労働者がある日の夜間の工場施錠業務の際に制服を着用せず唖え煙

草でかつ飲酒 した状態であったことを理由に、この1回 の事実をもって企業側

がf号 を根拠 に懲戒解雇処分 とした事件で、最高裁判所は、「この1回 の事実の

みでは常習性の要件に当てはまらない。(…)。 常習性の概念は、個人生活に確

固として根ざした持続性、換言すれば、おおよその規則的な間隔をもってでは
　

あるが、当該行為のおおよその継続性 を要求する」 と判示 した。また、鉄道の

駅の開閉業務を担当 していた労働者がある日の業務を完全に酩酊 した状態で行っ

ていたことを理由に、それによる事故などはなかったが事態を重視 した会社が

r号 を根拠に当該労働者を懲戒解雇 した事件について、バスク自治州管区高等

裁判所は、 「〔本件の労働者の状態は〕常習的な酒酔い状態ではな く、当該日に
iz)

泥酔 していた状態であって、〔f号 の要件 に該当 しない〕」 と判示 している。さ

らに例 えば、飛行機の中での販売接客業務の担当者が飲酒 した状態でかっ上品

でない言動で接客などしたことを理由に航空会社側がf号 を根拠 として懲戒解

雇処分 とした事件 において、最高裁判所 は、「当該労働者が飲酒状態であった こ



スペインにおける懲戒解雇正当原因としての常習的飲酒行為および薬物乱用7

とが確認で きる 〔が〕、f号 は明確 にその行為が繰 り返され、かつ悪影響があっ

た ことを要件 としていることか ら、同号 を根拠 とするのは適切ではない。(…)

本件の場合においては、当該労働者の行為は企業の信用を傷つけ、また乗客に

対する義務を怠 るものである 〔か ら、懲戒解雇理由としては〕労働者憲草法54
13)

条2項b号 〔などが適切である。〕」 と判示 している。

冒頭のマ ドリッ ド自治州高等裁判所の判決を含め、回数を主たる基準 とする

裁判例 を総合的にとらえてみれば、少なくとも 「おおよその規則的な間隔で」、

「継続的または習慣 として保たれている行為」による状態、すなわち、飲酒行為
14)

の繰 り返 しを重視 した基準になっているようである。 このような判断基準を採

用する裁判例は比較的多 く、他にも例えば、バスク自治州管区高等裁判所が 「労

働者の習慣的 とは認められない一回性の個々的な飲酒行為は、常習的な飲酒に
15)

よる解雇の原因ではない」 と判示 し、また最高裁判所 も 「労働者が業務中に飲

酒 していた行為が複数回でなければ、その行為を原因 とする解雇は不当なもの
ゆ

であると推定される」 と述べている。要するにこれらの裁判例では、飲酒が 「常

習的」であると判断 し得ない場合にはf号 の要件を満た してお らず、飲酒行為

自体が懲戒解雇の正当理由とはならない とされている。

もちろん、常習性がある状態 とは、言語的意味においてもちろん反復 ・継続

する状態のことであるか ら、飲酒行為が単に散発的または一回性のものであれ

ば原則的に常習性のある行為 と評価 されないであろう。 しか し、 この判断では

未だ十分 とはいえないとwわ れる。なぜな ら、必ず しも日常的に飲酒する状態

でな くとも、比較的頻繁に飲酒する者の飲酒行為が 「継続的または習慣性のあ
　の

る状態」 と推定されることにもな り得 るし、またその行為が現時点で1回 であっ

ても、常習性を推定 し得 る場合 もあ り得るからである。 このような場合が想定

できることか らも、そもそも回数のみで判断することに疑問がないわけではな

い。

(2)そ こで、飲酒行為の重大性 と回数の両方か ら常習性要件を判断す る考 え

方 も出されている。 この基準を採用 した裁判例では、例 えば、レス トランのマ

ネージャーを任されていた従業員が、ある日の午後、食堂か ら離れた場所で飲

酒 してお り、その時の接客および給仕を行わなかったことを理由に店側がf号

を根拠 として懲戒解雇処分 とした事件において、最高裁判所は、「f号違反の非
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難を受けるには、飲酒が常習的であって、かつ労働 に悪影響 を及ぼすものでな

ければな らない(…)。 当該従業員が正当な理由なく業務の遂行 を怠った 〔とし

ても〕、その行為が懲戒処分に値する程度の重大なものである必要がある(…)。

契約上の誠実義務違反 または企業 に対する背信行為 というためには、労働者が

そうした意図をもって積極的に義務 を放棄するなどの違反が確認 されなければ
18)

ならないが、本件の場合には(…)確 認で きない」 と判示 した。また、ある労

働者が飲酒を原因 として内臓機能が低下 しているとの労働衛生局か らの報告を

受けた会社が、業務への影響 も懸念 されたため当該労働者をアルコール依存者

支援施設 に入所 させる手続 きその他の便宜を図った ところ、一時期改善の兆 し

が見 られた ものの、当該労働者が再び飲酒 したことで状態が悪化するに至った

ため、会社がf号 を根拠に懲戒処分に した事件 において、マ ドリッド自治州管

区高等裁判所は、「f号の要件は、労働者の行為が契約.ヒの重大かつ有責性のあ

る不履行であり、それが常習的な飲酒行為であ り、かつ労働 に悪影響を及ぼす

というものである。(…)54条 の消滅原因に共通のこととして、軽微な違反行為

には程度の軽 い処分を行 うべきであって、解雇 という最高度の処分を科す こと
10)

はできない」 と、その後に出された本稿冒頭の判決 と同趣旨の判示を している。

さらに別の例では、船舶の操縦業務を担当 していた労働者が、一度飲酒 しなが

ら業務を行ったことを理由に注意処分を受けていたが、その後再び飲酒 して業

務 を行っていたところ、乗船客か らの苦情 によってその事実を知った会社がf

号を理由に懲戒解雇処分 とした事件について、最高裁判所は、「飲酒行為の習性

が、(…)重 大で有責性があり、船舶や乗客の安全を擁護する業務の遂行に悪影
20)

響を及ぼ した場合には、(…)f号 に該当する」 と判示 している。

この判断塞準の特徴 は、常習性を証明するために、同様の行為による以前の

制裁の存在を証拠 として利用するという考 え方、すなわち、常習性の認定方法

は労働者の飲酒行為 自体の特定ではな く、そうした行為を理由 として過去にす

でに処分を受 けかつその行為から生じる結果を認識 しているにもかかわらず、

同じ行為を繰 り返 している事実が存在することで判断するとしていることであ

る。例 えば、アス トゥリアス自治州管区高等裁判所は、「わが国の実定法には、

〔違反行為〕が頻繁に行われているという概念 を回数によって確定 しなければな

らない という規定は存在 しないけれ ども、確かなことは、頻繁に行われている
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状態であるか否かは、労働者が飲酒行為 によって懲戒解雇 となる可能性がある

ことを以前に警告されているといった処分を受けているにもかかわらず、その

後に再び同様の行為が繰 り返された事実をもって、その競合する状況に応 じて
zi)

裁判によってさまざまな方法で証明されるということである」 と判示 している。

確かに、労働者が意識的に飲酒行為を繰 り返 して労働を提供す る行為 自体が
'L2)

悪質であるとはいえるであろう。 しかし、この行為 自体を判断基準にすること

にも間題がないわけではない。例えば、飲酒行為が本来一回性の ものであった

が、その一回性の行為が単に繰 り返 された場合に、それを 「常習性」とするこ
23)

とはできないであろう。冒頭の判決が 「業務中の2日 間の飲酒では、常習性を
za)

評価 し得ない」 と判示 しているの も同じ趣旨であるといえる。 しか も、悪質な

繰 り返 し行為であれば、あえて 「常習性」 と認定 してf号 の対象 としな くとも、

他の原因による懲戒解雇は十分可能である。すなわち、 「常習性」であること自

体が要求され る意味が不明なのである。

2.「 労働への悪影響」要件の判断基準 一 行為の重大性の判断基準 一

例えばアンダルシア自治州管区高等裁判所マラガ社会部は、「論理的には、r

号で要求されている要件は 〔労働への悪影響 と常習性のある飲酒行為の〕2つ

である。 したがって、常習性が単に存在 していることか ら労働への悪影響を推
25)

定することについて(…)、 この解雇原因は意味がな 〔い〕」 と述べている。確

かに、f号 が懲戒解ktIの正当原因 とされるのは、常習的な飲酒行為または薬物

乱用が全 くの私的行為ではな く、そうした行為が労働生活に関連 した行為であ

ること、そしてそれが重大な影響を及ぼすか らである。 したがって、常習的な

飲酒または薬物乱用 という行為が労働にどのような悪影響を及ぼ したかを連関

させて判断することがより重要 となる。 「労働への悪影響」要件は、f号 を根拠

とする懲戒解雇の正当性を判断する上で、従来から多 くの裁判例によって亟視
zc)

されてきている。

この要件に関 して明 らかなことのひとっは、飲酒行為や薬物乱用行為があっ

ても、その行為が現実に労働 に悪影響を及ぼ したことが証明されなければf号

を根拠に懲戒解雇できないとい うことである。例えば、労働者が違法薬物を使

胴 して業務 に従事 していた疑いがあることを理由としてf号 を根拠に懲戒解雇
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処分 とされた事件で、アス トゥリアス自治州管区高等裁判所 は、「f号が常習的

な飲酒および薬物乱用を有効な解雇原因 と分類 しているのは、労働への悪影響

がみられる場合である。(…)こ の影響については、使用者が証明 しなければな
　

らない」 と判示 している。また例えば、飲酒 した状態で会社所有車両を運転 し

て乗員 を危険な状態においた労働者の解雇に関する事件で、カンタブリア自治

州管区高等裁判所 は、「適用 される労働協約に常習的でない飲酒行為が単に璽大

な違反であって極めて重大な違反 とされていない とき、その行為が労働者の安

全や健康に危険を及ぼすような場合には、解雇ではなくその他の懲戒処分を科
'L8)

すことができる」 とする趣旨の判示をしたものなどもある。さらに例 えば、企

業の定期健診において薬物乱用の事実が発見された場合にf号 を根拠 に懲戒解

雇できるか否かが争われた事件において、憲法裁判所は、「企業の定期健診の尿

検査においてある労働者の麻薬の使用が検知された としても、これにより当該

労働者を適性を欠 くとして解雇することは、憲法18条1項 で定めるプライバシー
20)30)

権を侵害することになる」 と判示 している。 この最後の裁判例では、あえてプ

ライバシーの権利を持ちださず とも、仮 に薬物服用 自体が労働者 としての適性

を欠 くことが推定 されるとしても、それが現実に労働に悪影響を及ぼ していな

いにもかかわ らず、その状態を発見 したことで懲戒解雇することができないこ

とは当然であろう。

また もうひ とつ明白なことは、上記アンダルシア自治州管区高等裁判所マラ

ガ社会部が述べているように、「労働への悪影響が確認されれば、労働者の常習

的な飲酒行為や薬物乱用の時間や場所が労働提供すべき以外の場所 または私生

活の時間に行われたとしても懲戒解雇が許 される」ことになるということであ
31)

る。この点、例えば、ある学校の児童教育学級の担当教員が公共の場所で酒に

酔 った状態であることを生徒やその保護者 に目撃 され、また酒に酔った状態の

まま授業を してたびたび保護者から苦情が寄せ られたため、学校がf号 を根拠

に懲戒解雇処分 とした事件で、最高裁判所 は、「学校以外の場所においてアルコー

ル飲料を摂取 した行為の結果 として、生徒の保護者から苦情が寄せ られ、また

そうした行為 により学校 の評判が低下する程度にまで悪影響が表れ 〔ている壌
32)

実が確認されていることから〕、懲戒解雇は正当である」 と判示 している。また、

運転業務を担当 している労働者が事業所外で 日常的に違法薬物を摂取 し、作業
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能率が低下 しただけでな く第三者に対する危険を生ぜ しめたことを理由に、会

社がf号 を根拠 として懲戒解雇 した事件で、ムルシア自治州管区高等裁判所は、

違法薬物の摂取場所について特に言及せず、その行為の璽大性から 「f号を根
33)

拠 として懲戒解雇 し得 る」 と判示 している。

しか し、 この要件の最重要課題は、常習的な飲酒または薬物の摂取が労働に

悪影響を与えたことを具体的に証明 しなければな らないことである。 しか し、

この判断基準についても労働者憲章法には何 も規定されていない。 もちろん、

常習的な飲酒 または薬物乱用を理由 とする労働への悪影響 とは、原則 としてと

うぜん労働義務の不履行の重大性 をこの原因に属 しめ得 る影響 ということであ

るから、その影響の程度 とは、例 えばカンタブリア自治州管区高等裁判所が述

べているように、「一定の客観性、重大性 または持続性のあるもの」でなければ
34)

ならないであろう。 しか し、労働への悪影響 といっても、その態様 には、例え

ば労働における忠実義務や協力義務の重大な変更、労働者 に課せ られている誠

実義務の破壊、安全衛生設備や手段に対する不誠実な行為、正常な業務指揮命

令 または規則に対す る服従義務違反などさまざまなものがある。 そしてその具
　

体的な推定は、企業の評判や信用を失墜させること、顧客または第三者からの
3G)37)

苦情、企業の経済的利益へのマイナス効果、実際の作業能率の低下状況または

企業での共同作業の困難性、災害 または自己もしくは当該労働者 自身または他
38)

者に危険をもたらし得 る可能性の状況か ら行われ ることになろう。 したがって、

この判断において重要なことは、こうした労働への悪影響が常習的な飲酒また

は薬物乱用の推定において具体的かつ深刻な程度で現実に発生 していることを
3W

具体的な状況に応 じてどのように認識するか ということである。

この点において裁判例 は、前節でみたように常習性 自体の判断基準を設定す

ること自体が困難なことから、例えばカタルーニャ自治州管区高等裁判所の「(…)

〔常習性および薬物服用の要件は〕違法薬物のおおよその常習的な摂取があると
40)

いう意味で弾力的に解釈 し得 るであろう」 という表現か らうかがえるように、

む しろ常習性要件を形骸化 して、飲酒状態が重大な危険を予想 させまたはその

状態での一般人や顧客 との直接的な接触があった場合 に飲酒行為 自体の重大性

を重視 して解雇を正当化 しようとする考え方、すなわち、適用 し得る労働協約

の規定で も解雇が可能であるという考え方が多いようである。
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例 えば、飲酒 して運転業務を行い交通安全違反で有罪 とされた トラック運転

手を懲戒解雇処分にした事件ついて、カスティージャ ・イ ・レオン自治州管区

高等裁判所は、 「当該労働者は、長距離輸送業務のため交通量の多い公道を木材

その他合計65ト ンもの貨物を積載 した大型車両のハ ンドルを、明らかに酒に酔っ

た状態で操作す るとい う自他に対す る非常に危険な行為を行 った ものである。

このような行為は、(…)明 らかに業務怠慢行為であり、(…)労 働契約の締結

から派生する忠実義務および忠誠義務に抵触するものであり、(…)著 しく信頼
41)

を損なわせ る行為である」 と判示 して懲戒解雇を正当 と評価 している。また、

地下鉄の運転手が飲酒 しなが ら業務を行っていたことに対 し、会社が社内規則

124条 「他者 に危険を及ぼ し得る場所において業務に従事する労働者の飲酒行為

は極めて重大な違反行為」に基づいて地下鉄での当該運転手の違反行為 を厳重

に処罰するとして、f号 を根拠 とす る懲戒解雇処分 とした事件で、マ ドリッド

自治州管区高等裁判所は、「社内規則に明確 に処分す る旨が記載 されていること

から、f号 を論証する必要がない(…)。 〔f号は〕常習性を要件 としているが、

〔内部規則は〕その要件が排除されてお り、またこの要件の排除は、これまでも
42)

各種輸送機関の運転手の場合には見 られた ところである」 と判示 している。さ

らに、荷車運搬を担当する労働者が作業時間に遅刻 しただけでな く明 らかに酩

酊 した状態であったため、上司が作業をせず帰宅するか別の場所で休憩するこ

とを指示 したが、当該労働者がその命令を聞かず作業 を行ったことの報告を受

けた会社側が、当該労働者のそうした行為が過去にも何度かあったことか らf

号を根拠に懲戒解雇 した事件で、カスティージャ ・イ ・レオン自治州管区高等

裁判所ブルゴス社会部は、「何度か飲酒 した状態での作業が確認されており、か

つこの状態 は、当該労働者だけでな く、その他の労働者に対する危険を生 じさ

せるものである。 この事実は、f号 の解雇原因に相当す るものである」 と判示
43)

している。他方、例えば、ある木材会社の社内規則の中の従業員の禁止項 目の

ひ とつ とされていた 「社外において制服 を着用 しての飲酒」に該当する行為を

した者を解雇処分 とした事件で、最高裁判所は、 「〔この規定に該当する行為が

あって も〕こうした軽微な違反で解雇処分 とすることはできない」 と判示 して
　

いる。

しか し、これ らの判例の共通点であると同時に疑問点 とすべきことは、ひと
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つは、常習性の意義を過小評価 して、一回限 りの飲酒行為であっても懲戒解雇

を正当化するとする考え方、すなわち、重大な危険を発生させ る可能性の高い

業務 に従事する労働者の場合であれば常習性要件が軽減され るかのように判示
45)

されていることである。もうひとつは、軽微な違反行為が繰 り返 されることに
ac)

よって重大性が評価 される場合 も見 られ るということである。 このような考 え

方には、飲酒行為自体が 「契約上の誠実義務違反および業務遂行上における背

信行為」などf号 以外の正当事由が確認 されれば、その一回性の飲酒であって

も懲戒解雇 され るとする裁判所の意思が読み取れ る。 しか し、前者の疑問点に

ついては、仮に飲酒行為が一回性の ものであって も常習性が判断 し得 る余地が

あるとすれば、逆説的に、常習性 を持ちださなくても上記その他の原因に組み

込めることになって しまい、f号 の独自性がかえって曖昧になるであろう。ま

た、後者の疑問点については、本来、繰 り返 しを基準 とした行為の重大性の評

価は、常習性要件 として独立 した形式で証明されなければならないことであろ
47)

う。原則論的な観点からは、本稿 冒頭の判例がいうように、 「常習性」はこの原

因を正当化する最低限度の要件であるとする考え方のほうが素直である。 もっ

とも、そうであるなら 「常習性」要件 とは何か という振 り出 しの問題に戻るこ

とになる。結局、f号 が常習性要件を規定する以上、常習性が原則的に飲酒行

為自体 との関連で判断で きなければならないはずであるが、事実上、飲酒行為

自体の労働への影響 との関連で しかとらえることができないのである。

3.労 働者の行為の有貴性の判断基準

もうひ とつ、f号 の正当性判断に際しては労働者の有責性の存在が確認され
48)

なければな らない。これが認め られない場合には、その行為 を理由とする少な
49)

くともf号 を根拠 とした懲戒解雇処分は許されない。 この有責性の判断に際 し

ても、例えばラ ・リオハ自治州管区高等裁判所が 「(…)労 働者のすべての過失

または不履行が、労働法秩序が抽象的に分類 し規定す る違反行為に該当す ると

しても、それによって直ちに最 も重い処分が生じるわけではない。(…)し たがっ

て、〔労働法が規定する〕最低限の客観的基準の適用は排除され、む しろ、当該

事実を構成す る諸状況および当該勇働者の状況を考慮することで、各々の行為

の個別的な分析が求められる。 この視点からのみ処分の比例性 を評価で きる」
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と判示 しているように、個々の場合ごとの個別的および客観的な状況が慎重に
らの

考慮 されなければならない。すなわち、その原因が労働者本人の意思によって

修正可能な単なる日常行動における悪癖 としての ものか、または本人の通常の

意思や努力では矯正することが相当困難 もしくは不可能であって、医師などの

支援が必要な病気によ り発生 しているものかという点が判断されなければなら

ないであろう。労働者憲章法45条1項 および48条 には、この有責性の視点にお

いて、病気の場合には労働契約の効力が保持 されたまま停止する旨が明記 され
51)

ていることから、常習的飲酒が病気であると確認できる場合には労働者憲章法

と相いれないだけではな く、病気の者 を差別 しているという推定 も成 り立つこ
52)

とになる。

もっとも、有責性の判断もかなり困難である。 この点については、例えばカ

タルーニャ自治州管区高等裁判所が 「特に精神的な病気の場合に顕著であるが、

処分を受ける行為の有責性を評価す るために、当該労働者の 〔その具体的な行

為におけるその時の〕認識能力の存在を決定的な要素 とするのではな く、その

病気が(…)当 該労働者の判断を惑わせ、その行為の不正 または不道徳を識別

する判断力、要するに善悪を区別す るための決定的な判断力を奪 う有害な効果

をもた らす ことが要求される。当該事件の場合のように、(…)隠 ぺいの意図を

もって慨怠行為およびその計画を企てていることが明らかであ 〔るような場合

には〕、その内容を評価する際に、制御不能な危機的状況(…)と することはで

きない。要するに、 このことは、危機的な病理学的概念 と相いれない(…)」 と
53)

判示 しているように、従来裁判所は労働者の病的な状態が永続的なものか否か

ではな く、労働者の違反行為 と病的な状態の時間的連関性および具体性 を判断
　

基準にしてきているようである。

このような裁判所の判断の仕方は、原則的には正確 な基準 といえようが、実

際にそうした基準で評価することは極めて困難であろう。その判断基準を緩や

かにすればf号 適用の幅を拡大する危険性があるし、反対に厳格にすればf号

を形骸化 して しまうことになる。

(1)実 際に、飲酒行為 に対する裁判所の評価は、例 えばマ ドリッド自治州kS

区高等裁判所が 「労働者の行為に過失が存在するか否かは、アルコール摂取の

〔直接的な〕結果からではな く、アルコールを摂取する動因 となった背景 との二
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55)

極的な経過の結果から 〔判断されなければならない〕」 と述べ、また例えばガ リ

シア自治州管区高等裁判所が、明確に常習性が確認できない飲酒行為について

「業務を遂行すべきときにアルコールを摂取 している状態であることは契約上の

誠実義務違反であり、ゆえに労働者がそれを摂取 した結果の事実であることは
　

当該行為に対する労働者の帰責性 を軽減することにならない」 と判示 している

ことに見 られるように、従来から総 じて厳格な態度である。 こうした考え方の

基底には、例えば最高裁判所が 「常習的なアルコール依存が病気であると(…)

認定され るとしても、明白なことは、その元 となる原因が当該労働者によるエ

チルアルコールの長期的な飲用 にあり、ゆえにその解雇の不当を認める理由 と

はならない。(…)不 能状態がそうした状態を発生させた者自体に責任があると

きには、労働契約はもちろん解消することができる」 と早 くから述べているよ
57)

うに、病気自体を制御する責任が労働者にあるという考え方が存在 しているよ

うである。

こうした裁判所の判断の仕方は、労働者の飲酒行為が常習的なものではな く、

一時的または散発的なものであると認定 された場合にはもちろんその通 りであ

　

る。 しか し、常習性要件の評価基準自体が上記のように曖昧なものである以上、

本質的に病気の者 までf号 を根拠に排除 して しまう危険性が指摘できよう。

(2)薬 物乱用の場合は飲酒 とは異なり、上述のように、労働者憲章法の規定

の仕方からもそれが習慣的 ・常習的であることは要求されていない。 ここでい

う 「薬物」 とは、最高裁判所によれば、 「心地よい感覚や痛みを解消する効果を

生み出す物質」であ り、そうした物質の 「依存」による中毒であるから、「アル

コール飲料を暴飲することによって引き起こされ るアル コール依存症および一

定の物質を乱用することによって引き起 こされ る薬物中毒症」の両方が含まれ
59)

ると判断されている。そうした原因により、労働に悪影響を及ぼ したことが推

定されれば、直ちに懲戒解雇の正当事由 となると解釈 し得 る。

例えば、薬物依存状態が病気 と診断されていた労働者が何度も薬物を服用 し

欠勤などを繰 り返 したため、その度に企業が出勤停止や賃金カッ トなどの処分

を行ったが改善が見 られず最終的に当該労働者を解雇 したところ、病気の者を

客観的原因による解雇ではな く懲戒処分 とするのは不当であるとして撤回を求

めた事件で、最高裁判所が 「飲酒行為については常習性が要件 とされているが、
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薬物乱用の場合には 〔その要件すら〕必要 とされていない。なぜなら、労働者

憲章法 にはそれを要件 とする文言は存在 しない。また、薬物依存の重大性 もそ

の病気治療 中であることにおける労働への影響についても規定されていない。

そして本件の場合には、当該労働者の労働者憲章法52条a号 でいう不適格は明

らかであ り、(…)何 度 も懲戒処分 を受けてお り、(…)か つ 〔確認 された事実

によれば〕そうした状況を改善するための機会があった と 〔考えられる〕。(…)

薬物中毒 もアルコール依存も、(…)こ うした状態を被っている者の意思 とは無

関係であるとはみな し得ないか ら、懲戒解雇の正当な原因となる」 と判示 して
co>

いることからも、薬物依存の原因が労働者に帰責 し得るか否かを問題 とするの

ではな く、薬物服用の場合には飲酒のとき以上に元々の原因を発生させた状態

自体が労働者 としての適性を欠 くという判断が働いているように思われる。

しか し、薬物乱用の場合にだけほぼ自動的に懲戒解雇 し得 るとするのは、例

えばその他のさまざまな違法行為の場合の取扱いとの関係から考えても必ず し

も合理的とはいえず、む しろ差別を推定 させ ることになる危険性を指摘せざる

を得ないであろう。

三.労 働者憲章法54条2項f号 の存在意義

一f号 廃止の視点を中心に一

1,労 働者憲章法54条2項f号 の削除を求める主張

前節までの分析か らも明白なように、f号 の規定は曖昧さを払 しょくし得な

いため、 この条項の削除を求める主張も近時大きくなってきている。

その代表的な考え方は2つ である。

ひとつは、例 えばロドリゲス ・ラモス教授 によって主張されている立場であ

り、この原因を懲戒解雇の正当原因 として列挙 してお くことは不必要であると

いう見解である。すなわち、使用者が労働者 を懲戒解雇 し得 る正当原因である

ためには、労働 と関連 した行為であることが必要不可欠である。そして、f号

には 「常習的な飲酒または薬物乱用」が 「労働 に悪影響を及ぼし得る」 ことが

明記 されている。この後者の要件の判断には、その行為の具体的な状況におい

て、常に54条2項 が列挙する他の原因のいずれかが考慮 されることになる。 し
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たがって、それが前者の要件の比重を相対的に低下させているとい う趣旨の主
cq

張である。

もうひとつの主張は、例えばシスカル ト・ベア教授によって主張されている

立場であり、f号 が憲法で禁止 されている平等取扱い原則に違反するというも

のである。すなわち、f号 の要件のひとつ とされている 「常習的な飲酒 または

薬物乱用」は病気の状態であって、本人の意思のみでこの状態を改善す ること

は通常相当の困難を伴 うものであると推定できる。仮に本人の意思 による改善

が不可能であるとすれば、病気の状態 とその状態か ら派生する状態や活動を区

別する必要があるが、アルコール依存 または薬物中毒の状態の者が直ちにf号

を根拠 として懲戒解雇される危険性がある。 このことは、2つ の点で今1≡1の法

秩序の原則に相いれない。ひ とつは、それが労働者の私生活に対する干渉であ

り、 もうひとつは、そうした状態が病気によって引き起 こされているな らば、

現行労働者憲章法では疾病による契約の停止が認められているにもかかわらず、

この場合のみを懲戒解雇の正当原因として扱っているのであって憲法14条 で宣
G2)GG)

言されている平等原則に反すると評価せ ざるを得ないというものである。

こうしたf号 の削除を求める主張は、議会においても2000年 の労働者憲章法

改正法案の提出理由の中で も見られた。 この法案提出理由には上記2つ の考え

方が収敏されており、「『労働に悪影響を及ぼす常習的な飲酒または薬物乱用』

が解雇原因 として示 される場合には、次の2点 について検討することを要する。

この規定は、アルコール依存者 または薬物中毒者ではないその他一切の労働者

に対 して、54条2項 が列記す るその他の正当原因 との関連において、そうした

行為が解雇を正当化 し得る程度の契約上の重大かつ有責性のある違反 とし得る

ということである。 このような人のそうした行為に対 してf号 を根拠 とする制

裁が正当化されるのであって、アルコール依存者または薬物中毒者に対 してこ

の規定は無用である。 もうひとつは、f号 がアルコール依存者 または薬物中毒

者以外の労働者には無意味であり、違反行為者がそうした人であるTrに よっ

てのみ意味があるということである。このようなものであれば、f号 の不正義

または差別的な要素が問われなければならないであろう」 という趣 旨の ことが
ゼの

述べ られていた。

もっとも、現在 までのところ、少な くとも立法作業におけるf号 削除の具体
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的な動 きは未だ取 られていない。

2.労 働者憲章法54条2項f号 削除についての考察

スペインにおいて 「飲酒が常習的であるとき」を懲戒解雇の正当原因 とする
　ゆ

という考 え方が初 めて法文化されたのは1944年 労働契約法77条h号 であった。

この法律では 「常習的飲酒」のみで懲戒解雇できるとされてお り、「労働への悪
66)

影響」 は朱だ要件 とされていなかった。 もっとも、アンダルシア自治州管区高

等裁判所マラガ社会部の説明によれば、「(…)〔この法律では常習的飲酒のみを〕

要件 としていたにもかかわらず、 〔当時か ら〕裁判所 は、労働法で懲戒処分 し得

るとした不履行 については、常習性があるだけでは不十分であり、その行為が

労働関係に とって好ましくない影響を及ぼすことも必要であると理解 していた。

もっとも当時は、常習的な飲酒行為が確認されれば正当な解雇 とされた り、ま

た常習性が認められな くても企業や他者に対する危険が及ぶ行為であれば解雇

が正当 とされてお り、常習性 と労働への悪影響の両方の要件が要求され る場合
　

は稀であった」 ということである。このように、 「労働への悪影響」要件は判例

法理から生み出され、労働者保護を図るため1980年 労働者憲章法の制定におい

て 「薬物乱用」の新たな要件 とともに加えられた ものである。 この意味で、f

号はスペイン労働法秩序における伝統的な制度のひとつ と位竃付けて よい と思

われる。

しか し、筆者 としては今 日ではすでにf号 を廃止 して もよいのではないか と

いう考えである。それでは最後に、f号 廃止について上記2つ の主張 も参考に

しつつその理由を述べて結論に代 えておきたい。

本稿において繰 り返 し述べているが、f号 の最大の問題点はその存在意義 自

体の曖味 さである。そもそも常習的な飲酒または薬物乱用 という行為を独立さ

せて懲戒解雇の正当事由 とする必要性があるのであろうか。 この要件 を削除し

ても、今 日においてはもはや法解釈上 も実務的な取扱いにおいて も、労働に悪

影響を与えた原因が飲酒または薬物乱用であることを正当な理由とする可能性

を拡大 も縮小もしない と思われる。

事実、f号 で常習性が要件 とされているが、上述 した一連の裁判例の理論か

らもうかがえるように、現在でも多 くの裁判例で飲酒または薬物使用が 「一時
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的または散発的」であっても、そうした行為が具体的に 「労働への悪影響の直

接的な原因 となり得 る十分な重大性を帯びている」ことで懲戒解雇することが
ca>

可能であるとの判断も出されている。 このことは、すなわち、常習的な飲酒や

薬物乱用 自体による悪影響が独自の意義を有 しているのではな く、労働への悪

影響を判断する一材料 としてそうした行為の重大性 また結果がそれほど重大で

ない不履行や違反行為の繰 り返 しか らも派生するということであって、つまり、

常習性要件は他の要件 とmを 画するような独自の意義を何 ら有 していないこ

とを示 しているといえるであろう。またこの点は、アルコールや薬物の散発的

または一時的な使用の場合には、その行為にっいて労働者は完全な責任主体で

あるか ら、労働者がその義務を適切 に履行 しないことによって労働 に悪影響を

及ぼ した程度や状態で有責性が判断されていることか らもうかがえる。 こうし

て見 ると、その労働への悪影響はf号 か ら独 自に判断できることではなく、他

の原因の要件が具体的に表れる程度、すなわち54条1項 の 「重大性の要件」で

判断 されることになる。 したがって、少なくともこの視点からは、f号 の独 自
69)

性を見出す ことは困難であるといわざるを得ないのである。

仮にf号 が削除されたとすれば、アルコール依存や薬物依存の状態が病気で

あると診断された場合に労働者の有責性の視点からの懲戒解雇 は認められず、

企業側は、他の疾病の場合の取扱いと同じく、一時的就労不能 として当該労働

者の契約を停止するか、または労働者の不適格を理由 として客観的原因による

労働契約の解消の手続 きを取 らなければならないことになり、いずれに しても

現在の制度 よりも多少の時間的および経済的負担を企業側に受忍させ ることに
　の

なるであろう。ただ し、この場合 にも重要な視点は、アルコール依存や薬物依

存が病気であるとしても、本来的にそうした状態の者 との労働関係 を維持する
7U

負担 を企業に求める法的根拠はな く、労働者のアル コールまたは薬物中毒の状

態が労働義務の履行に深刻な悪影響 を及ぼすことが確認 された場合 に、使用者

に当該労働者 との完全な労働契約の維持を強制することではないとい うことで

ある。む しろ労働者憲章法では、52条a号 でそうした状態の者 との契約を解消す
アの

ることを容認 してお り、 また客観的原因による解雇規定は労働者および使用者

のどちらの意思にもよらない原因による解雇を企業の生産性維持の必要性か ら
79)

認めていることが意識されなければならない。
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筆者 としては、アルコールや薬物摂取の常習性について医学的見地か らは 「病

気」 と認定 し得 る可能性があるとしても、少な くとも法学の視点でそこまで厳

密性を求める必要があるのか という根本的な疑問を抱いている。 アル コール依

存や薬物依存は他の病気や障害 と異な り、そもそ もの発生原因はほ とんどの場

合労働者本人の継続的な意思や行動から始まる自己責任の問題であ り、 まして

そこから派生する行為によって労働 に悪影響 を及ぼすことがあれば、本来的に

解雇が当然であって病気や障害者 を保護する目的 とは明らかに異質なもの と考
フの

えている。 この意味では、労働者憲章法がf号 を列挙 した意義は、伝統的に常

習的飲酒 に対 して厳 しい姿勢をとってきた態度の表明にあるといえるであろう。

しか し、今 日においてはやはり飲酒や薬物の使用のみを殊さら懲戒解雇の正当

事由に列挙 してお く理由はもはや見出せない。f号 を削除 しても蛍働者のそう

した行為が免責され るのではな く、 もちろん解雇 し得 る効果がある以上、多少

使用者に負担をかけることになって も、労働者憲章法の他の規定 との整合性の

見地、そこから派生する病気 または障害者の保護の見地、 また現実に本人の責

任 とはいえない依存状態の労働者が区別な く懲戒解雇され る危険性を排除する

意味でも、f号 を削除す ることは、むしろスペインの労働保護法を発展させ る

ことになると考えるべきではないだろうか。

*大 宮 法 科 大 学 院大 学 法 務 研究 科 非 常 勤講 師、 創価 法科 大 学 院兼 任 准 教 授(労 働 法)

〔最初 に〕`LeydelGstatutodelosTrabajadores'(RealDecretoLegislativol/且995,

de24marzo.ApruebaelTextoRefundidodelaLeydelEstatutodelos

Trabajadores.BOEnum.75,de29marzo[RCLl995,997])の 名称 につ いて 、 スペ イ

ン研究 各 分野 の多 くの方 々 ま たス ペ イ ン大使 館 で も 「労働 者 憲 章」 と訳 出 して お られ るの を承

知 の 上で 、 あ えて筆 者 は2007年 まで の論 文 な どで は 「労働 者 法」 と して きた。 この大 きな理 由

は2つ で あ る。 ひ とつ は、現 在 の ス ペイ ン法 源 に 「憲 章 」 とい う特 別 な 階層 が 存在 しな い こ と

で あ る。 立 法手 続 上 その 性格 は 「法 餐1㍉で あ り、 また`Estatuto'が 付 され た 他の 法 律 もあ る

中で この法 律 だ け を特 別 に呼称 す る こ とに抵 抗 が あ った 。 もうひ とつ の 理 由 は、 フ ラ ンコ時 代

に制 定 され た`FuerodelTrabajo'に は 「憲 章」 が 適訳 と思 わ れ る こ とで あ る。 この よ うな

法律 が過 去 に 存在 した に もか かわ らず、`Fuero'と`Estatuto'に 同 語 を あて る こ とに抵 抗

が あ った ので あ る。 もっ とも、 「労 働者 法 」 とい う直訳 に策者 自身満 足 して い るわ けで は な く、

2008年 度 か らの論 文 で は い ちお う 「労働 者 憲 章 法」 と呼 称 して い る。

次 に、TribunalSuperiordeJusticiaとAudienciaNacionalの2つ の裁 判 所 の名 称 に

つ い て で あ る。 前 者 に つ い て は、 「上 級 司 法裁 判 所 」 「州 最高 裁 判 所 」 「高 等 裁判 所 」 その 他 、
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後者については 「全国管区高等裁判所」「控訴院」などと訳出されている文献などが多 く見ら

れる。確かに、例えば欧州司法裁判所(CourtofJusticeortheEuropeanUnion)と い

う訳語があるように、直訳すれば 「上級司法裁判所」であろう。しか し、この訳語では 「上級」

の意味が直接的には伝わらない可能性がある。また機能面に注目すれば、この裁判所は各自治

州との緊密性が高 く、その点で必ずしも日本の 「高等裁判所」 と同じではなく、「州最高裁判

所」の名称が付せ られた理由もよく理解できる。しかし、このように訳せば、実際の組織序列

上の 「最高裁判所」(TribunalSupremo)と 混乱する可能性もあろう。そこで、ここではい

ちおう前者については 「自治州管区高等裁判所」、後者については各 「自治州管区高等裁判所」

の管轄を超える範囲を管轄する控訴審であることに着目し、前者の用語との関係から 「全国管

区高等裁判所」と称 している。

注

1)Sentencia12abril2005,num.247/2005,RecursodeSuplicacionnum.

6038/2004,TSJMadrid,SaladetoSocial,Seccion2',Ponente:Ilma.Sra.D°.

VirginiaGarciaAlarcon,Despidoimprocedente:transgresiondelabuenafe

contractualyabusodeconfianza:embriaguez:faltadereqしiisito,Aranzadi

Social799.

2)本 稿 で 「飲 酒 行為 」 と訳 した原 語 は、"Embriaguez"で あ る。 この語 彙 の …般 的 な意

味(定 義)は 、 「アル コー ル類 を過 度 に摂取 す る こ とで の一 時 的 な混 乱状 態 」 を指 す ため 、

日本 語 と して は 「酩酊 状 態」 あた りが 適 当 な訳語 とい え る こ とを承知 して い る。 た だ、 ス

ペイ ン法 にお い ては 、行 政法 、 刑 法、 労働 法 に それ ぞれ"Embriaguez"を 対 象 と した条

文 が あ り、 そ の程 度 に微 妙 な違 いが見 られ る。 そ して 、 少な く とも労 働 者 憲章 法 に は その

定 義 が な く、 かつ 本文 で の分 析 か ら もうかが え るよ うに、 裁判 例 で は必 ず し も完 全 な 「酩

酊 状 態」 が 要件 とされ てお らず、 飲酒 した箏 実 が繰 り返 され か つ労働 への 悪影 響 を もた ら

す主 要 な原 因 で あれ ば"Embriaguez"と 認 定 され る場合 も見 られ る。 した が って 、労 働

者 憲章 法54条f号 で い う"Embriaguez"は 、酩 酊 した状 態 はい うまで もな く(す なわ ち、

酩 酊 状 態 が労 働 に悪 影 響 を及 ぼ さ な い とは考 え られ な いか ら)、 それ よ りも広 い範 囲 で 悪

影響 を及 ぼ す飲 酒が 含 まれ る場 合が あ り、 かつ それ は 「酔 っ てい る状 態」 は い うに及 ばず 、

「飲 酒 した行 為 自体 」 も含 まれ る場合 が あ る と解釈 して
、 「飲 酒行 為」 と した。 労 働法 上 の

"Embriaguez"の 意 味 に つ い て は
、 イ ンマ ク ラ ダ ・バ ビエ ラ(lnmaculadaBaviera)

教 授(ナ バ ラ大 学)、 フラ ン シス コ ・J¥ル ベ ラ ン(FransiscoBarberan)弁Gu=1::に い ろ

い ろ質 問 を させ てい た だ き ま した。 記 して 感謝 いた します。

3)労 働訴 訟法(Rea[DecretoLegislativo2/1995,de5deabriLApruebaelTexto

RefundidodelaLeydeProcedimientoLaboral.BOEnaim.86,dellabril;

BOEnum。125,de26mayo[RCL1995,1144y1563])191条 は、 上 訴(控 訴)の

目的 に つ いて3つ を規 定 して い る。 この うち、b号 に は証 明 され た とされ る事 実 を証 拠 資

料 お よび 鑑定 轡 を考 慮 して再 検 討 す る こ とが規 定 され て い る。

4)労 働者 憲 章法53条 には客 観 的原 因 に よ る労 働 契約 解 消の形 式 お よ び効果 につ いて規 定 さ

れて お り、 その3項 に は、 労働 契約 の解 消 の決 定 に対 して はそ れ を懲戒 解 雇 で あ る と して

訴 えを提 起 で き るこ とが規 定 され て い る。 また 労働 者憲 章 法56条 に は不 当解 雇 の場合 の 手
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続 きお よ び効 果 につ い て規 定 され て い る。例 えば 同条1項 に は、解 雇 が不 当 で あ る と判 決

が下 され た場 合、 使用 者 はそ の判 決 の 日か ら5日 以 内 に、 その 期間 中 の賃 金 を 支払 う と と

もに その労 働 者 を再雇 用 す るか、 また は再 雇 用 せ ず一 定 の損 害 賠償 を支 払 うか選 択 しな け

れ ば な らな い こ とが 規定 され て い る。

5)最 低 限度 基 準 の規 範 を適 用 す る原 則(elprincipiodenormaminima)と は、上 位

の規 範 が必 要 な権 利 の最 低基 準 を確 立 して い る場合 には、 下 位 の規範 で それ を下 回 る基 準

を設 定 で きな い とす る法 階 層性 の要 請 か ら当然 要求 され る原則 で あ る。 た だ し、 ス ペ イ ン

法 で は 、一 般 的 に下位 の規範 で上位 の規範 が 確 立 す る基 準 を有利 に変 更 す る こ とが 認 め ら

れ て い る。 この ほか 、 スペ イ ン法 の法 源適 用 の ル ール と して は 、 よ り好 ま しい規 範 を適 用

す る原 則(elprincipiodenormamasfavorab[e:同 レベ ルの 法源 に お いて異 な る解

釈 が成 り立 つ もの が併 存 して い る場 合 、全 体 的 に判 断 して労働 者 に有利 と考 え られ る もの

を適 用 す る原 則)、 有 利 条 件 適用 原 則(elpincipiodecondici6nmasbeneficiosa:

適 用 され る規範 の 規定 以 上 に有 利 な条 件 を適 用 す る こ とに企業 が同意 した場 合 には それ を

適 用 す る とい う原 則)、 労 働者 利益 優 先の 原則(e置principiodeprooperario:1つ の

規 範 に つい て複 数 の解 釈 が成 り立 つ場 合 、最 も労働 者 の利 益 とな る解 釈 が 適用 され る とい

う原 則)が 確 立 され て い る。

6)ス ペ イ ン憲 法(27diciembrel978.ConstitucionEspanola.BOEnum.311,de

29diciembre[RCL1978,2836])9条3項 に は、 合 法性 の 原則 な らび に法 規範 の体 系

性 お よび公 示 な どの保 障 につ い て規 定 され て い る。

7)労 働 者 憲 章法3条1項 に は、 労働 関 係 に関 連 す る権利 義 務 を規 整 す る法 源 が列 挙 さ れて

い る。

8)労 働 者 憲章 法54条2項 で 列挙 す るその他 の原因 とは、 出勤 また は時 間厳 守 に対 す る度 重

な るか っ正 当 な理 由 の ない違 反 行為(a号)、 職 場 規 律素 乱 また は不服 従(b号)、 使用 者 、

当該企 業 で就 業 す る者 また は これ らの者 と同居 す る家族 員 に対 す る口頭 また は有形 力 に よ

る攻 撃(c号)、 契 約 上 の誠 実 義 務 違反 お よび業 務 遂 行 上 に お け る背信 行 為(d号)、 通 常

また は特 約 され た作 業 能率 を継続 的 かつ 自発 的 に低 下 させ る行為(e号)、 使用 者 また は企

業 で就 労 す る者 の 出 自、 民族 、 宗教 も し くは信 条 、 障 害、 年齢 また は性 的 傾 向 を理 由 とす

る嫌 が らせ(g号)で あ る。

9)シ ス ヵ ル ト ・ベ ア教 授 は 、 「懲 戒 解 雇処 分 を受 け得 る労 働者 の不 履 行 は 『労 働』 に関 係

して い な けれ ばな らず 、 労働 契 約 の締 結 か ら派 生 す る義務 との結 び つ きを確認 で きな い労

働 者 の行 為 を理 由 と した使用 者 の懲 戒 権 の行 使 が正 当化 され るこ とは な い。両 者 の 関連 性

を見 い 出せ な い に もかか わ らず 懲戒 解 雇 が行 わ れ る とすれ ば、 それ は労 働 者 の私 生 活上 の

行 為 を理 由 と して い る こ とに な り重 大 な プ ライ バ シー 侵害 とい うこ とに な る」 と述 べ てお

られ るが、 筆者 も全 く同感 で あ る(CiscartBea,Neus,EldespidoporembriagtsezY

toxicomania,Bosch,Barcelona,1998,pags.16a20.)0

10)STSJCataluna5marzo1992[AS1992,1680].

11)STS4febrero1984[RJ1984,831].

12)ST$JPaisVasco260ctubre2004[AS2004,3585].

13)STS260ctubre1989[RJ1989,7443].

14)Cfr.STS4febrero1984[RJ1984,831];STSJCanarias28abril2005[LN2005,
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J1283].

15)STSJPaisVasco260ctubre2004[AS2004,3585].

16)STS29mayo1986[RJ1986,2748].

17)Cfi-.STSJNavarra30marzo1993[AS1993,1278],DamianBeneytoCalabuig,

VictorM.HerreroGuillem,Jos@MiguelPradosDeSolis,2000Solacciones

laborales,2007,CISS,Valencia,pag.551.;Jos@ManuelMoyaCastilla,

RelacionesLaborales,CISS,Valencia,2006,pag.879.

18)S1'Sljulio1988[RJ1988,5732].

19)S'1'SJMadrid27diciembre2002[AS2003,1756].

20)STS18noviembre1989[RJ1989,8077].

21)S'1'SJAsturias290ctubre2005[JUR2005,119013].

22)フ ェル ナ ン ド ・フ ィタ ・オ ル テガ教 授 も、常 習性 とは飲 酒 行為 に よっ てす で に何 らかの

処分 を受 け た後 の 同種 の行 為 が繰 り返 され るこ とで あ る とす る趣 旨の こ とを発表 され て い

る(FernandoFitaOrtega,``Larelaci6nlaboralyelconsumodealcoholo

sustanciastoxicas:entornoalaconvenienciadesuprimirlaembriaguez

habitualotoxicomaniacomocausaautonomadedespidodisciplinario",en

AA.VV.,directorFranciscoP@rezAmoros,LaextestcibncorztratodeGrabajo,

Bomanrzo,Albacete,2006,pag.182.)0

23)こ の点 、最 高裁 判 所 は、 それ ほ ど重大 で な い違反 の繰 り返 しで あ る限 り、 そ の行 為 につ

い て は従 前 の処 分 が 求 め られ る として い る(sTs5julio1988[RJ1988,5763])。

24)例 えば 、 カナ リアス 自治 州 管 区高 等裁 判所 は、 常 習性 と反 復行 為 をは っ き り と比 較 して

判 断 して い る(STSJCanarias28abril2005[JUR2005,且28937])。

25)STSJAndalucia/Malagagjunio2000[AS2000,3501].

26)本 文 で取 り上 げ た以外 、 例 え ば比較 的 最近 の判例 で も、懲 戒解 雇 は勇働 者 に科 す 最 も勇

い処 分 で あ り、比 例 原則 に よって 、 特 に重 大性 を帯 び る行 為 の みが 懲 戒解 雇 し得 る もので

あ る とい う趣 旨 を確 認 して い る(Cfr.STSJCataluna3junio2005[JUR2005,

182030])0

27)STSJAsturias21junio2002[AS2002,1869].

28)STSJCantabria17junio2004[AS2004,1903].

29)ス ペ イ ン憲 法18条1項 に は、名 誉 、個 人 お よび家 族 の プ ライバ シ ーな らび に肖像 権 の保

障 に つ いて 規定 され て い る。

30)STC196/2004,de15denoviembre[RTC2004,196].

31)こ の点 につ いて は学説 で も一 致 して お り、例 えば ホセ ・マニ ュエ ル ・モ ジ ャ ・カ ステ ィー

ジ ャ教授 は 「常 習 的な 飲酒 または薬 物依 存 が労 働 に悪影 響 を及 ぼ して い る とい う推 定 に は、

労働 者 が実 際 に労 働 時問 中に 飲酒 して いた箏 実 が必 要 とい うこ とで は な く、 労働 者 の そ う

した状態 の効 果 が 当該 労働 者 の義務 の履 行 に影 響 を及 ぼ した こ とで十分 とい うこ とにな るJ

とい う趣 旨の 記述 を され て い る(Jos@ManuelMoyaCastilla,RelacionesLaborales,

CISS,Valencia,2006,pag.879.)0

32)STS23marzo1987[RJ1987,1654].

33)S'['SJMurcia17junio1993[AS1993,3045].
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34)S'fSJCantabria17junio2004[RJ2004,1903].

35)STS250ctubre1989[RJ1989,7443].

36)STS18noviembre1989[RJ1989,8077],

37)STSJAsturiasgjulio2004[AS2004,2539].

38)Cfr.STS260ctubre1989[RJ1989,7443];STS18noviembre1989[RJ1989,

8077];$TSJMurciagfebrero2004[JUR2004,92206].

39)こ の 点 につ い て、 オ ルテ ィス ・ラジ ャナ教 授 は、 労働 者憲 章 法54条2項 に関 連 す る行 為

はす べ て、 自動 的 に解 雇原 因 とな るの で はな く、具 体 的 な場 合 につ い て その 行為 の 実 体 、

時 間 的状 況 、行 為 の効 果 が個 別 的 に分析 ・考察 され な けれ ば な らな い とい う趣 旨を主 張 さ

れ て い るが 、筆 者 も同 感で あ る(OrtizLallana,MariaCarmen,Causas,formay

efectosdeldespidodisciplinario(Entornoalosarticulos54y55),REDT,

No.100-II,pag.ll23.)

40)STSJCataluna27junio2003[AS2003,2284].

41)STSJCastilla-LaMancha20enero2004[AS2004,67].

42)STSJMadrid5julio1994[ASl94,3136].こ の 判 例 が参 照 して い る従前 の判 例 は

中央 労働 裁 判所 の もの で あ る(STCT8julio1981;STCT23noviembre1982;STCT

8mar?01983.)0

43)STSJCastillayLeon/Burgos25noviembe2004[AS2004,1947].

44)STS16julio1982[RJ1982,4629].

45)学 説 で も、 「酒 に酔 っ た状 態 で 会社 所 有 車 両 を運 転 す る よ うな 危 険 な状 況 が あれ ば 、実

際 に事 故 が発 生 しな くて も懲 戒解 雇 の原 因 と して 考慮 され 得 る」 とす る主 張 が な され て い

る(RodriguezRamos,"Embriaguezhabitualotoxicomania",enAA.VV.,

coordinadorGorelliHernandez,Eldespido.Analisisyα メ)1foαcあπpractica,

Tecnos,Madrid,2004,pag.143.)0

46)学 説 に も、 「労 働 生 活 に関 連 した行 為 が 処 分 され るの で あ るか ら、比 例 原 則 に よ って十

分 に重 大性 に到達 す る労 働 へ の影 響 の要 件 が確 立 され る とい う こ とで あ り、 そ して この こ
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働者 の 労働 義 務違 反 行為 〕 の事 実 が 存在 しな い場 合 を除 い て、 労働 問題 が刑 法 上無 罪 で あ
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る。

70)実 際 に もf号 削除 の議 論 は 、常 習 的 な飲 酒 と薬 物 乱用 の 状 態 が病 気 で あ って 労働 者 が帰

責 主 体た り得 ない意 思 能力 に影響 す る とい う上 記 後者 の考 え方 が よ り大 きな根 拠 とな って

い る よ うで あ る(Crr.FernandoFitaOrtega ,op.cit.,pag.183.)。

71)も ち ろん、 社会 秩 序 上 の要 請 また は社 会政 策 の 目的か ら法律 な どの 形式 で 、 例 え ば企業

に 障害 者 のkia入 れや 雇 用継 続 を義 務 付 た りす る場 合が あ るが、 こ こで は無 関 係 で あ る。 な

お 、 この よ うな見 地 か らONCE(ス ペイ ン視 覚障 害者 団体)の 労 働 者 の労働 不 適格 を理 由

とす る解雇 を不 当 と した裁 判 例 が あ る(Cfr.STSJMadrid,23mayo2002[AS2002,

2047]),

72)労 働 者憲 章 法52条 に は客 観 的原 因 に よ る労働 契 約 の解 消 につ い て規 定 され て お り、a号

前 段 には、 企 業 にお い て実 際 に労働 者 を配 置 した後 にな っ て判 明 また は発 生 した当 該 労働

者 の不 適 格 が労 働 契 約解 消の 正 当 な原 因 とな る こ とが 明 記 され て い る。

73)こ の 点 に つ いて 、 カ マ ラ ・ボ テ ィ ア教授 は、 「労働 者 の 過 失や 慨 怠 行為 につ いて そ の免

責 を考 慮 す べ き場 合 で あ って も、(…)債 権 者 〔企 業 側 〕 の利 益 は 十分 な状 態 で はな く、

いか な る意 味 にお い て も契約 関 係 の維 持 を持 つ もので は な い」 とい う趣 旨の主 張 を されて

い るが、鞘 も同 じ考 えで あ る(CamaraBodayAA.w.,"EIcaracter`culpable'

delincumplimientodeltrabajadoreneldespidodisciplinario",Crtestiones

actnalessobredespidodisciplinario,pag.38.)0

74)こ の点 に 関 して 、有 責性 の存 在 を可 能 な限 り低 く評価 して 労働 者保 護 を 図 るた め に、 有

責 性 を 主 観 的 諸Sr情(lascircunstanciassubjetivas)と 客 観 的 諸 事 情(las

circunstanciasobjetivas)に 区別 して、 「い ったん 客観 的諸 事 情 が評価 され た場 合 に は、

仮 に 〔その主 観 的諸 事 情か ら判 断す れ ば〕 労働 者 の 有責 性 を減 免 で き ない と して も、 解雇
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が均衡性を欠 く処分として現れるから、主観的諸事情が 〔存在しても〕少な くともその行

為の重大性を減少させることを可能にする」という考え方もある(Fernando1=itaOrtega,

op.Clt.,pag.179.)。 傾聴に値する意見であると思うが、箪者現段階では、結果の兎大

性が労働者の行為の主観的諸事情にどの程度関連しているかを判断することが労働関係の

均衡を保つことになると考えている。
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日に開催された日本スペイン法研究会において、本稿の内容に関する報告をさせていただいた

際に、多 くの会員の方々から貴重なご示唆をいただいた。uGし て感謝いた します。
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